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はじめに
企業 で採用 される勘定科 目をその科 目名 と番号 を付 して体系 的 に並べ た一覧表 は,勘 定 科 目表
(chartofaccount`)と 広 くよばれて い る。 また,こ の勘定科 目表 は,各 勘 定 の使 途 や内容,そ
れぞれ の勘 定 の相 互関連 お よび記帳 の仕方 を示 した解 説 を添 えれ ば,会 計 マ ニュ アル とな る とい
われ ている 〔η〕95,97p。
この ような勘定科 目表 は,こ れ までの ソ ビエ ト会計 の もとで は,勘 定計 画(n刀aHcqeTOB)と
よばれ ていた。 そ して,こ の勘定計画 とは,会 計 の勘定 科 目の分類 表 であ り,そ れは,会 計 を組
織 す る際 に基礎 となる ものであ り',使 途,機 能お よび経 済的内容 にお いて同 じ種類 の勘定 を統合
した い くつか の区分(pa3ハeの か らな り,各 勘 定 に対 して科 目名 と番号(HOMep,皿HΦP)を 付 し
てい る ものであ る とし,西 側 とほ ぼ同 じような定 義が なされてい た ㈱150頁。
ところで,ソ 連邦 崩壊後 の新 生 ロシ アで はい ま,こ れ まで の強度 の 中央 集権 的計 画経済 か らこ
れか らの市 場経 済へ の移行 のた め に,会 計改 革が実 施 されてお り注ω,冒この会計 改革 の対象 の ひ
とつ と して勘 定計画 が まず取 り上 げ られ た。 そ して,広 く論 議 されて改革 され た新 しい勘 定計 画
が,1992年1月1日 か ら個 々 の企 業 で採用 され る ことに なった。91年11月1日 にソ連邦財務省
が承 認 し,同 年12月19日 にロシア連邦 の経 済省,財 務省が 追認 した,「 企 業の財務 ・経済 活動の
会計 勘定計画 」(n刀aHcqeToB6yxr翻 丁ePcKo「oyqeTaΦhHaHcoBo雪xo3舶cTBeHHo卯e月Te刀bHocTH
npeAnPH柵 曲,以 下 では 「91年 勘 定計 画」 とい う)が そ れで ある 〔3〕〔10〕。 と同 時 に,こ の新 しい
(1)同 じような状況下にある東欧諸国でも,い ま会計改革が行われているが,そ れについては 〔26〕を参照。
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勘 定計 画 に配 置 された各 勘 定 の使途 や 内容,諸 勘 定 間の相 互 関連 な どを解 説 した,「 企 業 の財
務 ・経済 活動 の会計 勘定計画 の適用 に関す る訓令 」(HHcTPyKU朋nonPHMeHeHH沿maHacqeToB
6yxra刀TePcKoroyqeTaΦHHaHcoBo'xo3舶cTBeHH餉AeHTe』bHocTHnPe即P朋T噛,以下 で は 「91年
訓令 」 とい う)も,同 じ日付 で承認 され,そ して追認 された 〔5〕(u]。
そ こで,本 稿 では,こ れ までの強度 の中央集権 的計 画経 済の も とで採 用 されてい た勘 定計画 が
どの よ うに改編 され,ま た,こ れか らの市 場経 済の もとで採 用 される 「91年 勘 定計画 」 が どの
ように制 定 されてい ったか を考 察 しなが ら,勘 定計 画(勘 定科 目表)を 中心 と した新 生 ロシアの
会計 改革 を明 らか に したい。
1.ソ ビエ ト会計のも とでの勘定計画
「91年勘定計画」 を考察するに先だって,ま ず,こ れ までのソビエ ト会計のもとで採用 され
ていた勘定計画 について触れておきたい。
ソ連の時代には,2種 類 の勘定計画が制定 されていた。 ひとつは,独 立採算制の経営方法 を採
っている企業や組織の会計のための勘定計画であ り,も うひとつは,国 家予算か らの資金で活動
する施設や機関の会計のための勘定計画であった。前者はいわゆる企業会計の勘定計画であ り,
後者はいわゆる広義の非営利法人の勘定計画であった注(2)。
ソビエ ト会計のもとでの企業会計のための勘定計画は,表1に みるように,9回 にわたって制
定 ・改訂されて きている。一般的には,こ れらのソ連の勘定計画においては,ま ずいくつかの区
分が設け られ,つ いで各区分の中に使途,機 能,経 済的内容について同種の総合勘定(cqeTa
cHHTeTHqecKoroyqeTa)が 配置され,そ して必要性に応 じて各総合勘定のもとに補助勘定(
cy6西6T)も 配置され,さ らにそれ らの勘定の枠外 としてバランス外勘定(3a6amHcoBbIecqeTa)
が示 されてい た。
この場 合,総 合 勘定,.補 助勘 定,バ ラ ンス外勘 定 につ いては,つ ぎの よ うな説明 が なされてい
た 閻1&8い 肪・196.198.2p頁。即 ち,取 引 をい わゆ る元帳 などに記帳 して,資 産 とそ の源泉 の金額 や変
化 な どの貨幣 による総括 的な指標 を得 る会計 が総合計 算(cHHTeT四ecK瞳yqeT)であ り,こ の総
表1ソ 連における勘定計画の発展
勘定計画 区分 総合勘定 補助勘定 バランス外勘定
1.1925年ll月11日 に承認 された最初の模範勘定計画 29 103 60 X
2.1940年10月9日 に承認 された最初の統一勘定計画 26 126 77 9
3.1946年12月25日 に承認 された簡略化 され た勘定計画X 34 X 7
4.1948年10月10日 に承認 され た削減 され た勘定計画 X 74 X X
5.1951年11月4日 に承認 され た統 一模範勘定計 画 31 73 142 ll
6.1956年9月19日 に承認 され た削減 された勘定計画 11 45 71 8
7.1959年9月28日 に承認 され た統 一勘定計 画 ll 69 98 10
8.1968年5月30日 に承認 された統一勘定計 画 11 84 108 11
9.1985年3月28Bに 承認 された統一勘定計画 9 72 102 6
出所:〔23〕70頁 。引用に際しては,85年 の勘定計画を追加 した。
(2)ソ 連を初めとする東欧諸国において,こ れまで採用されていた統一勘定計画については,〔12〕 〔24〕を参照。
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合計算のための勘定が総合勘定であった。他方,取 引をいわゆる補助簿などに記帳 して,貨 幣ま
たは必要な場合には物量単位による詳細 な指標 を得る会計が分析計算(aHa朋THqeCK舶yqeT)
であ り,こ の分析計算のための勘定が分析勘定(cqe丁aaHa朋 丁田ecKo・oyqeTa)と いわれた。こ
の分析勘定は煩雑な取引を反映する一定の総合勘定の指標 を細分化するために開設 された。例え
ば,総 合勘定 としての 「材料」勘定には,原 材料の種類別の分析勘定を設け,そ こに原材料の種
類別の価額や数量が記入され,ま た総合勘定 としての 「基本生産」勘定には,製 造 された製品の
種類別の分析勘定を設けて,そ こでそれぞれの製品の費用が原価項目別 に記入 された。 もとより,
一定の総合勘定の金額 とその もとに設けられた諸分析勘定の金額 とは一致 し,両 者の勘定は相互
に密接 な関係 をもっていた。その際,分 析計算のデー タを分類 し,組 み合わせた り配置する方法
として,補 助勘定が開設された。つまり,「総合勘定 とその下に設けられた分析勘定 との中間の
環 〔ゐ〕196頁」の役割 を果 たしていたのが,補 助勘定であった。例えば,「 材料」勘定 には 「原料 と
材料」「購入半製品と補充製品 ・建設組立部品 ・部分品」「包装 と梱包資材」などの補助勘定が設
けられた。補助勘定は会計帳簿には開設されないが,代 わ りに分析勘定が設け られ,あ る種の補
助勘定に対 してひとつ または若干の分析勘定が,会 計指標の細分化の必要性に応 じて開設された。
さらに,取 引残高を貸借対照表上に算入しない会計の勘定 をバランス外勘定 とよび,こ の勘定で,
企業内に一時的に存在する他企業の商品 ・物財(例 えば,責 任 をもって保管 している再加工用の
物財,賃 借固定資産など)の 会計が行われた。つまり,バ ランス外勘定は,offbalancesheetま
たはmemorandaの 勘定 として利用されていたのである注(3)。
これまでのソビエ ト会計の もとで採用されていた勘定計画において,開 設された総合勘定,補
助勘定およびバランス外勘定の数は,表1の ようになるが,い ま,86年1月1日 か ら91年12月
31日 まで採用 され,85年3月28日 にソ連邦中央統計局の合意 を得てソ連邦財務省によって承認
された勘定計画(そ の名称は 「合同,企 業および組織の生産 ・経済活動の会計勘定計画」n刀aH幽
cqeToB6yxraJI丁epcKoroyqeTanPoH3BoAcTBeHHo-xo351前cTBeHHo前 月e51TeJlbHocTHo6beAHHeHHn,
nPe叩PH月T噛HoPraHH3au舶 であるが,以 下では 「85年勘定計画」 とい う)に ついてみると,
表2の ようになってお り,こ の 「85年勘定計画」が,現 在の 「91年勘定計画」が導入 されるま
で採用 されていたのである'ω。
ところで,「85年 勘定計画」はこれまでの強度の中央集権的計画経済の もとで採用 されたもの
であり,「91年 勘定計画」はこれからの市場経済のもとで採用 されてい くものである。前者の勘
(3)な お,勘 定 計 画 に配 置 され てい る勘定 は,そ の 経 済 的内 容 を基 礎 に して,つ ぎの5つ の カ テ ゴ リー に大 別 さ
れ て い た ⑳82頁。
1.経 済 的資 源 の た めの 勘 定(Accountsforeconomicresourcef)
2.経 済 的資 源 形 成 の源 泉 の た め の勘 定(Accountsforsourcesofformationofeconomicresources)
3.鯛 整 勘定(Adjustingaccounts)
4.経 済 的過 程 の た め の勘 定(Accountsforeconomicprocesses)
5.最 終 的 な財 務 成果 の ため の 勘定(Accountsforfinalfinancialresults)
こ の場 合,1の 勘定 に対 して はAssetaccounts,2の 勘 定 に対 して はLiabilityandEquityaccounts.3の
勘定 に対 して はContraryandSupplementaryaccountsが,それぞ れ対 応 す る勘 定 で あ った 。
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表2合 同,企 業および組織の生産 ・経済活動の会計勘定計画
勘定番号
? ????
??????????????
??????????????????????
????????????
????【 」【 」【 」【?
勘定科目名 勘定番号
区 分1.固 定 資 産(固 定 フ ォ ン ド)55
固 定 資 産56
固 定 資 産 の磨 損57
大 修 繕58
区 分II.生 産 用 在庫59
材 料60
燃 料61
建 築 資 材 と据 付 設備62
予 備 部 品63
飼 養 ・肥 育 中の 家 畜64
種 子 と飼料65
・ 。 ・ …66
小 額 ・迅速 消 耗 物 品67
小 額 ・迅速 消 耗 物 品 の磨 損68
商 品 ・物財 の再 評 価69
物 財 の 調達 と購 入70
調 達 ・運 送費71
・ ・ ・ …72
区 分m。 生産 費73
… 。・ ・74
基 本 生 産75
自製 半 製 品76
・ ・ ・ …77
補 助 生 産
機 械 ・設備 め維 持 稼働 費78
一 般 生 産 費79
一 般 経 営 費
・ ・ ・ …80
仕 損81
サ ー ビス 生産 ・経 営82
非 基 本 作 業83
次 期 以 降 の費 用84
基 本 投 資85
・ … 。 ・86
主 要家 畜 群 の形 成87
・・ ・ …88
。 ・ ・ …89
区 分IV.完 成 生 産 物,商 品 お よ び販 売90
・ ・ ・…91
完 成 生産 物g2
商 品93
取 引 上 の値 上 げ と取 引 税94
生 産 外費 用95
流 通 費96
積 送 商 品 ・完成 作業 お よ び用役97
販 売98
商 品 ・作 業 お よび用 役 の 内 部売 上99
用 役 の 販売 か らの収 入001
区 分V.貨 幣 資 産002
現 金003
決 済 勘 定004
・ 。 … 。005
・ ・ ・ …006
基 本 投 資資 金 に 関 す る銀 行 勘 定
勘定科目名
その他の銀行勘定
その他の貨幣資産
区分W.決 済
仕入先と請負者との決済
前払金に関する決済
得意先と注文者との決済
クレームに関する決済
経済協同組合に関する決済
国庫との決済
保険に関する決済
労働支払に関する決済
前渡金支払義務報告者との決済
物質的損害補償に関する決済
その他の取引に関する労働者と勤務員との
決済
各種の債権者と債務者との決済
流動資産と利益の再分配に関する管轄官庁
内決済
日常の取引に関する管轄官庁内決済
経営内決済
区分孤.財 務成果と利益処分
損益
利益処分
利益と基金の負担による銀行信用の利用
次期以降の収益
財の損傷による不足と損失
区分皿.基 金とリザーブ
定款基金
減価償却基金
経済的刺激基金
特別使途基金
当面の支出と支払の諸リザーブ
区分IX.銀 行信用と融資
銀行短期貸付金
特別貸付勘定
長期銀行信用
基本投資融資
主要家畜群形成融資
特定目的融資と特定目的受入額
労働者と勤務員のための銀行貸付金
バランス外勘定
貸借固定資産
責任保管中の商品 ・物財
経立中の設備
厳格な報告義務を要する証明書
損失として消去した支払不能債務者の債務
債務・支払保証
出所:〔1〕50～54頁 。引用に際 しては,補 助勘定を割愛した。
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定計画を適用 した経済体制 と,後 者の勘定計画 を適用する経済体制 とは異なるのである。では,
この体制転換の過程で,勘 定計画 をどのように改革 したのであろうか。つぎにみてみよう。
2.「91年 勘定計画」制定の経緯
「85年勘定計画」は6年 間採用 されたが,こ の勘定計画の改訂は,既 に 「89年か ら着手され
ていた」ω棚。それは,ペ レス トロイカの もとで,西 側の外国資本 を伴 う合弁企業の営業開始が
予定 され,こ の合弁企業会計のための勘定計画をつ くる必要があったか らである。事実,「85年
勘定計画」を基礎にし,勘 定計画においてこれまで空白であった箇所に,新 しい科 目名 と番号 を
付 した勘定を配置 して,合 弁企業の勘定計画のモデルがつ くられた注ω。その後,国 有企業の脱
国家化 ・民営化の施策が採 られていくに従 って,国 有企業の外 に,株 式会社,賃 貸借制企業,新
しいタイプの協同組合企業,小 企業など所有形態の異なるさまざまな経済主体が生 まれ,こ のた
め,「85年 勘定計画」を抜本的に改編 し,新 しい勘定計画を制定することが必要となった。この
制定作業は,ま ず,科 学者や実務家を中心とした会計学界での一連の論議 一 その内容は「会計」(
Byxra刀TePCK哺yqeT)誌 上に公表された 一 から一定の見解 を出 し,つ ぎに,そ の勘定計画草
案を91年4月 にソ連邦財務省の会計方法論会議で検討 し,さ らに,市 場経済の諸国で採用され
ている会計処理への接近を図るために,草 案を国連の多国籍企業センターで鑑定 を受けるという
過程 を経て行われたのであるω棚 。
こうして,「91年 勘定計画」は,1)国 民経済の市場経済昏の移行,2)非 国有所有形態の発
生と発展,3)国 際経済への積極的参加の必要性か ら制定されることになった(A)4!頁。
まず,こ れまでの中央集権的計画経済から市場経済への移行過程で,ロ シアにとっては新しい
経済事象が生起 し,そ れに照応 した新 しい会計客体 も生まれた。例えば」有価証券,無 形固定資
産,手 形取引,外 貨取引,新 しい種類の信用や決済,他 企業への出資などについての会計である。
こうした会計客体の出現 により,こ れ らの会計処理を新 しい勘定を開設 して具体的に解決 しなけ
ればならなかったか らである。
また,株 式会社,賃 貸借制企業などの各種の非国有所有形態の企業の設立によって,こ れらの
企業では・国有企業を前提 にしたこ.れまでの会計処理で解決できない経済事象が生起 した。その
典型的な例は,資 本金に相当する定款基金の会計処理である。これまでの国有企業でのその会計
は,国 有企業の設立に当たって国が固定資産を供与すると,固 定資産の増 と定款基金の増 として
処理され,そ の後,固 定資産を減価償却 してその資金 を国へ返還する と,そ の額だけ定款基金を
減少させていた。つまり,国 有企業の定款基金は毎年変動 していた。しか し,新 設 される株式会
社では,定 款基金の額を毎年変動 させることはできず,こ のための会計処理を定める必要 も生 じ
たか らである。
さらに,企 業の対外経済活動(貿 易取引)の 発展,外 国資本のロシア経済への参画,経 済特区
の創 出といった国際経済への積極的な参加は,ロ シア国内の会計処理を市場経済のもとで採用 さ
(4)こ の合弁企業の勘定計画モデルについては,〔13〕を参照。
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れている西側先進諸国のそれに接近させ ることが必要 となった。国際経済への参加のためには,
ポーランド,ハ ンガリー,チ ェコ ・スロバキアそ して中国でも行われているように,財 務的情報
の伝達を妨げるものを取 り除かねばな らなかったか らである。
こうしたことが新 しい勘定計画の制定理 由となったが,そ れはまた新 しい勘定計画 を制定する
際のつ ぎのような指針 ともなった。即ち,1)新 たに生起 した経済事象 を客観的に反映できるよ
うにすること,2)企 業の財政状態と経営成績についての信慧性ある情報を確保で きるようにす
ること,3)ロ シア国内の企業会計で把握する会計情報を外国の企業会計で把握されるそれに可
能なかぎり一致させることであった ω49～50頁。
そこで,「91年 勘定計画」の制定は,国 際的に採用 されている,1)真 実性の原則,2)継 続
性 の原則,3)発 生主義の原則と費用収益対応の原則,4)収 益的支出と資本的支出との区分 と
いった諸原則 をその基礎 において行われることになった(4J5。頁。
ついで,「91年 勘定計画」 は,「91年 訓令」 とともに,所 有形態,所 属する産業部門,組 織
的 ・法的形態,活 動の規模,経 営条件 に関係なく,ロ シア経済で活動 しているすべての企業 と組
織 くただ し,銀 行といわゆる非営利法人である予算施設 と機関を除 く)で の採用を前提にして,
ひとつのモデルとしてつ くられた。よって,市 場経済の もとで活動 してい くそれぞれの企業が,
このモデルに基づいて自己の企業にとっての会計 システムを構築するためのものであ り,も し特
殊 な取引のために勘定 を必要 とするならば,企 業は任意の番号を付与した総合勘定 を追加できる
し,補 助勘定の科目名 も選択で き,勘 定計画中の空 白の箇所を埋めることがで きる。 したがっそ,
新 しい勘定計画は,企 業での 「会計システムの構築 にとっての一般的な概念的アプローチを定式
化 したもの(4)50頁」となっている。それは,個 々の企業から国や社会全体の経済政策の立案に必
要 な会計情報 を得るために,統 一された勘定計画 とその適用 についての事細かな会計マニュアル
とを各企業に義務 として採用させていた,ソ ビエ ト会計 のもとでのこれまでの勘定計画 とは異な
っているのである。
表3は,こ のようにして制定された 「91年勘定計画」 である。そ こで,こ の勘定計画の内容
をつぎにみてみ よう。
3.「91年 勘定計画」の内容
まず,「85年 勘定計画」 に配置されていた勘定と 「91年勘定計画」 に配置されている勘定 とを
対比 してみる と,つ ぎの各表 にみるような内容となっている。
表4は,「91年 勘定計画」 において新規に配置された総合勘定である。
表5は,取 引がな くなったことによ り 「85年勘定計画」から廃止 された総合勘定 と,反 映方
法 を変えて取引 を反映するようになった 「91年勘定計画」の総合勘定である。
表6は,「85年 勘定計画」の総合勘定 の科 目名と,そ の科 目名を変更 した 「91年勘定計画」の
総合勘定の科目名である。
表7は,「85年 勘定計画」の総:合勘定 の番号と,そ の番号 を変更 した 「91年勘定計画」の総合
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表3企 業の財務 ・経済活動の会計勘定計画
勘定科目名
区分1,固 定資産お
固定資産
固定資産の磨損
長期貸借固定資産
無形資産
無形資産の磨損
長期財務投資
据付設備
基本投資
受取賃貸債権
区分II.生 産用在庫
材料
飼養 ・肥育中の家畜
小額 ・迅速消耗物品
小額 ・迅速消耗物品の
磨損
物財の再評価
材料の調達と購入
材料価格差異
馨 襯 勘定湘 名・翻 勘定湘 名
び そ
01
02
? ?」 ?【 」???
07
08
09
10
???
13
」 ?? ???
の 他 の長 期 投 資 自製 半 製 品
固定 資 産 の種 類 別 ・ ・ ・ ・ ・・ ・ …
1,自 己固 定 資 産 の 磨 補 助 生 産
2.長 期賃借固定資産 一般生産費
の磨損 一般経営費
無形資産の種類別 仕損
1.パ イ と株 式 非 基 本 作 業
2.債 券
3.委 託 債 券
1.国 産 の 据付 設 備
2.輸 入 の 据 付 設備
i.固 定 資 産 の 建 設 と
取 得 次 期 以 降 の費 用
2.固 定 資 産 価 額 を増 ・ ・ ・ ・ ・・ ・ …
3.幼 家 畜 の 主 要 家 畜 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …
4.成 熟 し た 家 畜 の 取 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …
5.無 償で得た家畜 の産出
1.原 料と材料 区分】V.完成生産物,
2.購 入半製品と補充 完成生産物
製品 ・建設物 ・部 商品
品
3.燃 料
4.包 装と梱包資材
5.予 備部品
6.そ の他の材料 取引上の値上げ
7.他 所の再加工へ移
される材料
8.建 築資材
商業支出
L予 備としての小 流通費
額 ・迅速消耗物品 積送商品
2,使 用中の小額 ・迅 生産物(作 業,用 役)
速消耗物品 の販売
3.一 時的(小 型)設 固定資産の売却 とその
備 他の除却
その他の資産の売却
勘定科目名 勘定番号 補助勘定科目名と番号
21
●o● ■o● ●o● ● 22
補助生産 23
o● ■o,■ ● ● ●, 24
一般生産費 25
26
・o・.・oo,● ● 27
28
サービス生産 ・経営 29
30 1.一 時 的(大 型)構
築物の建設
2.一 時 的(小 型)構
築物の建設
3.そ の他の非基本作
業
31
,.● ● ●,,●o● 32
,・ ● ・ ● ●,■,● 33
,●,.o,,■,● 34
o…,…o・ 35
● ● ● ●o● ● ● ● ● 36
生産物(作 業,用 役)37
の産出
・09● ○ ● り.◎ ・ 38
・ ・ ● ・ 曾 ウ … 陰 39
曽
I 成生産物,商品および販売
区分V.貨 幣資産
区分m。 生産費
埜竺__LL銀 行特別勘定
?」 」?
42
??」?【」??」 ?」
47
??」 ?
1.保 管中の商品
2.小 売商業の商品
3.商 品の包装
4.購 入製品
5.レ ンタル物品
1.取 引上の値上 げ
(割引,割 増)
2.仕 入先の運賃補償
割引
現金 50
決済勘定 51
外貨勘定 52 1.国内の外貨勘定
2.国外の外貨勘定
,○ ・o●.,● ・o 53
● ●o● ■ ● ○ ● ■ ● 54
銀行特別勘定 55 i.信用状
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勘定科目名 勘定番号 補助勘定科目名と番号 勘定科目名 購 補助勘定科目名と番号
2.小 切手 区分V皿.財 務成果および利益処分
貨幣的証葱書類 56 損益 80
送金振替 57 利益処分 81 1.利 益から国庫への
短期財務投資 58 1.債 券とその他の有 支払
価証券 2.そ の他の目的の利
2.デ ポ ジ ッ ト 益処分
3.委 託債券 不良債権に関するリザ 82
99・o.9り ・o● 59 一 ブ
次期以降の収益 83 1.前 受収益
区 分VI.決 済 2.過 年度の不足分の
仕入先および請負者と 60 滞納金の収入
の決済 3.不 足 額 に つ い て の
支払前払金の決済 61 有責者からの強制
得意先および注文者と 62 1.現 金取立決済 取立額 とバランス
の決済 2.分 割払い決済 価額との差異
3.受 取手形 財の損傷による不足と 84
クレームに関する決済 63 損失
受取前払金の決済 64
財保険と人保険に関す 65 区分皿,基 金とリザーブ
る決済 定款基金 85
…o・ 畳.・ ・. 66 準備基金 86
国庫外支払に関する決 67 支払の種類別 未分配利益(未 補填損 87 i.当 年度の未分配利
済 失) 益(非 補填損失)
国庫との決済 68 支払の種類別 2.過 年度の未分配利
社会保険と社会保障に 69 1.社 会保険に関する 益(非 補填損失)
関する決済 決済 特別目的基金 88 基金の種類別
2.年 金受給に関する 当面の支出と支払のリ89 リザーブの種類別
決済 ザーブ
3.医 療保険に関する
決済 区分IX.信 用 と融資
労働支払についての成 70 諸短期銀行信用 90 信用の種類別
項との決済 ●.○.●o・ ・ 曾 ・ 91
前渡金支払報告義務者 71 諸長期銀行信用 92 信用の種類別
との決済 従業員のための銀行信 93 信用の種類別
o● ● ●o● ●o● ● 72 用
その他の取引に関する 73 1.信 用販売の商品に 短期借入金 94
成員との決済 対する決済 長期借入金 95
2.委 託債券による決 特定目的融資と受領 96
済 賃貸借債務 97
3,物 質 的 損 害 補 償 に'"　 ●"　 98
関 す る 決 済 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 99
りo● ● ● ○ ● ●.○ 74
設立者との決済 75 1.定 款基金への出資 バランス外勘定
に関する決済 賃借固定資産 001
2.収 入に関する決済 責任保管中の商品 ・物002
各種の債権者と債務者 76 財
との決済 再加工中の材料 003
● ● ●9・ ・oo9・ 77 委託商品 004
子会社との決済 78 組立中の設備 005
経営内決済 79 1.分 割 された財産に 厳格な報告義務を要す006
ついて る証明書
2.日 常の取引につい 損失として消去した支007
て 払不能債務者の債務
債務 ・支払保証の受理 008
債務 ・支払保証の提供 009
出所:〔3〕45～49頁,〔10〕4～8頁 。
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勘定の番号である。
表8は,「85年 勘定計画」の総合勘定 とバランス外勘定 と,そ れ らの勘定 を細分化 した 「91年
勘定計画」の総合勘定とバランス外勘定である。
掲出したこれ らの表か ら明らかなように,「91年 勘定計画」は,1)市 場経済への移行で発生
する新 しい取引 を反映するための新 しい勘定 を配置 し,2)計 画経済のもとで存在 していたこれ
までの取引のための勘定 を廃止 し,ま たは取引を別の勘定で反映するようにし,3)勘 定科目名
を改称 し,4)勘 定の番号 を変更 し,5)勘 定 を細分化 してつ くられている。 もっとも,「91年
勘定計画」の内容は 「85年勘定計画」のそれと異なっている一方で,そ の制定に際 しては,こ
表4新 規に配置された総合勘定
勘定番号 勘定科目名 勘定に反映される内容
03 長期債借固定資産 企業が長期に賃借している固定資産の在高と変化。賃借企業で
利用される。
04 無形資産 所有権が企業にある無形資産の在高と変化。
05 無形資産の磨損 所有権が企業にある無形資産の磨損。
06 長.財 務投 他企業の 価証,国 ・地方 の利 寸.企 業の疋栃
基金への長期投資の在高と変化。また企業によって他企業へ提
供 した貸付。
09 受取賃貸債権 長期賃貸借のもとで賃借者へ引渡した固定資産に対する賃借者
との決済状況。賃貸企業で利用される。
37 生 業,用 役 の産出 調言 間中に した生,'に 凡た,し た
用役。またこの生産物,作 業,用 役の実際生産原価 とノルマ
(計画)原 価との差異も示す。
47 固 の兀 とその他の除
却
企 に る固 の 現 冗 その の除,
消去,無 償譲渡など)の 過程。また実現からの財務成果 も決定
する。
48 その他の資産の売却 46,47の 勘定に記帳されない企業に属する物財の実現過程。ま
た実現からの財務成果も決定する。
52 外貨勘定 国内と国外の銀行における外貨勘定の外貨貨幣資産の在高と変
化。
58
一 財 務
企業の 価証,国 ・地方 の利 寸 などへの企業の
短期投資の在高と変化。また企業によって他企業へ提供 した貸
付。
67 国庫外支払に関する決済 各種の国庫外基金で企業によって支払われる支払に関する国家
機関との決済状況。
75 設立者との決済 ・ 企業の設立者(参 加者)と のすべての種類の決済状況。
78 子会社との決済 子会社とのすべての種類の決済状況(バ ランス間決済)。
82 不良債権に関するリザーブ 不良債権についてのリザーブの状況と変化。
86 準備基金 b 企業の準備基金の状況と変化。
87 未分配利益(未 補填損失) 未分配利益(未 補填損失)額 の変化。
94 短期借入金 1年 以内の得た信用とその他の導入 した資金についての国内と
国外の与信者(銀 行を除 く)と の決済状況。
95 長期借入金 1年 以上の得た信用とその他の導入 した資金についての国内と
国外の与信者(銀 行を除く)と の決済状況。
97 賃貸借債務 長期賃貸借 として賃貸した固定資産に対する賃貸者との決済状
況。賃借企業で利用される。
出所:〔4〕52～53頁 。
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表5廃 止された総合勘定
廃止された勘定 新勘定計画による取引の反映・
勘定番号 勘定科目名 勘定番号 勘定科目名
03大 修繕23補 助生産
06燃 料10材 料
08予 備部品10材 料
10種 子と飼料10材 料
24機 械 ・設備の維持稼働費25一 般生産費
35主 要家畜群の形成08基 本投資
47商 品 ・作業および用役の内部売上46生 産物(作 業,用 役)の 販売
49用 役の販売からの収入46生 産物(作 業,用 役)の 販売
54基 本投資資金に関する銀行勘定55'銀 行特別勘定
64経 済協同組合に関する決済76各 種の債権者と債務者との決済
72物 質的損害補償に関する決済73そ の他の取引に関する成員≧の決済
77流 動資産と利益の再分配に関する管轄官庁
内決済 取引がなくなり廃止する
78日 常の取引に関する管轄官庁内決済 取引がなくなり廃止する
82利 益 と基金の負担による銀行信用の利用 基本投資の会計方法の変更により廃止する
86減 価償却基金 固定資産の会計方法の変更により廃止する
87経 済的刺激基金88特 別目的基金
93基 本投資融資 基本投資の会計方法の変更により廃止する
94主 要家畜群形成融資 主要家畜群形成の会計方法の変更により廃
止する
97労 働者と勤務員のための銀行貸付金93従 業員のための銀行信用
出所:〔4〕53～54頁 。
表6科 目名を変更した総合勘定
勘定 勘 定 科 目 名
番号 旧勘定科目名 新勘定科目名
07建 築資材と据付設備 据付設備
14商 品 ・物財の再評価 物財の再評価
16調 達 ・運送費 材料価格差異
42取 引上の値上げと取引税 取引上の値上げ
43生 産外費用 商業支出
45積 送商品 ・完成作業および用役 積送商品
46販 売 生産物(作 業,用 役)の 販売
55そ の他の銀行勘定 銀行特別勘定
70労 働支払に関する決済 労働支払についての成員との決済
73そ の他の取引に関する労働者と勤務員との決済 その他の取引に関する成員との決済
89当 面の支出と支払の諸リザーブ 当面の支出と支払のリザーブ
90銀 行短期貸付金 諸短期銀行信用
92長 期銀行信用 諸長期銀行信用
96特 定目的融資と特定目的受入額 特定目的融資と受領
出所:〔4〕54頁 。
表7番 号を変更した総合勘定
勘定番号
旧 新
勘 定 科 目 名
0510材 料
0911飼 養 ・肥育中の家畜
3308基 本投資
出所:〔4〕55頁 。
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表8細 分化 した総合勘定
細分化された勘定 新勘定計画による取引の反映
勘定番号 勘定科目名 勘定番号 勘定科目名
07建 築資材と据付設備07据 付設備
10材 料
56そ の他の貨幣資産56貨 幣的証慧書類
57送 金振替
61前 払金に関する決済61支 払前払金の決済
64受 取前払金の決済
69保 険に関する決済65財 保険と人保険に関する決済
69社 会保険と社会保障に関する決済
76各 種の債権者 と債務者との決済
002責 任保管中の商品 ・物財002責 任保管中の商品 ・物財
003再 加工中の材料
004委 託商品
006債 務 ・支払保証008債 務 ・支払保証の受理
009債 務 ・支払保証の提供
出所:〔4〕55頁 。
れまでの勘定計画の 「構造 を維持 し,ま た現存の勘定 もで きるだけ維持 して,そ の継承性 を確保
すること㈹3頁」に配慮 した といわれ,こ の点は留意 しておく必要があろう。
さて,「91年 勘定計画」に配置された諸勘定の使途,機 能,経 済的内容および各勘定間の相互
関連などは,「91年 訓令」で詳 しく解説 されているが,こ の解説に基づ く 「91年勘定計画」の諸
勘定の考察は別の機会に譲 るとして,こ こではさしあた り,そ の主要な内容のみについて以下み
てみよう。
まず,勘 定計画 における総合勘定は,企 業財産の循環過程に沿って経営活動要因の経済的内容
別に分類され,分 類 された勘定を一定の区分毎に統合 して配置 し,そ してそれぞれの区分 には,
循環過程の各段階に関係する経済的財産,経 済的過程にある財産,そ れ らの財源の勘定を配置し
ている(4)SI$,tf(5。
つ ぎに,そ れぞれの区分に配置 されている主要な勘定をみると,つ ぎのようになる。
「固定資産およびその他の長期投資」の区分1に は,「企業に属する労働手段 の在高 とその変
化 についての情報 〔5〕(u」を把握するための勘定が配置されている。そこには,「 固定資産」「無
形資産」「据付設備」「長期財務投資」 といった資産勘定(cqeTacpe月CTB),「 基本投資」 といっ
た過程勘定(cqeTanpoUeccoB),「 固定資産の磨損」「無形資産の磨損」 といった調整勘定(
Pery川Py闘HecqeTa)が ある。そして,つ ぎのような特徴をみることがで きる。1)新 規に導
入 された 「無形資産」勘定(No.04)は,特 許権,商 標権などのいわゆる無形固定資産のための
勘定であ り,こ の無形資産の償却累計額を示す勘定が,「 無形資産の磨損」勘定(No.05>で あ
る。2)「 長期財務投資」勘定(No.06)は,投 資有価証券,長 期貸付金な どのための勘定であ
(5)ロ シアの勘定科 目はわれわれにとって馴染めない独特の名称を付している。そこで,参 考までに,〔14〕 に
おいて,「91年 勘定計画」に配置されている勘定科 目名のロシア語とその英訳を紹介 しているので参照された
いo
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る。3)ロ シアでは現在,国 有企業の脱国家化 ・民営化により,こ れまでの国有企業の財産 を賃
貸 し,そ れを賃借する経済主体が生まれているが,こ のために導入された勘定が,「 長期賃借固
定資産」勘定(No.03)と 「受取賃貸債権」勘定(No.09)で ある。前者の勘定は賃借企業で,
後者の勘定は賃貸企業でそれぞれ利用 される勘定である。4)固 定資産の減価償却控除を積み立
て,そ の資金 を国に返還 していた時期 に存在 していた,こ れまで の 「減価償却基金」勘定
(No.86)は 廃止 されている。5)固 定資産の減価償却費 を費用勘定(No.25,26,44な ど)の 借
方 と 「固定資産の磨損」勘 定(No,02)の 貸方とへ記入 して,そ の減価償却累計額を示すのが
「固定資産の磨損」勘定(No.02)で ある。6)国 庫か ら基本投資額 を企業へ与 えていた時期 に
存在 していた,「 基本投資融資」勘定(No.93)は 廃止されている。7)勘 定番号を33か ら08に
変 えて,区 分1へ 配置替えされた 「基本投資」勘定(No.08)は,固 定資産の建設上の支出で,
後 に,「 固定資産」勘定(No.01)へ 借記される投資のための勘定である。
「生産用在庫」の区分IIに は,「企業に属する労働対象の在高 とその変化についての情報 〔5〕(u]」
を把握するための勘定が配置 されている。「85年勘定計画」 と比較すると,こ の区分に配置され
ている勘定の数はいちじるしく減少 している。それは,「 材料」勘定(No.10)と いうひとつの
総合勘定 を配置 し,そ のもとに数多 くの補助勘定を開設 したか らである。
「生産費」の区分皿には,「企業活動の遂行に係わる費用 と従業員の社会 ・生活上のサー ビス
に対する費用の情報 〔5〕岡」を把握するための勘定が配置されている。 ここには,企 業の生産過
程 における製造部門と補助部門にとっての会計の勘定が設定されているが,そ れらの勘定は 「85
年勘定計画」のそれとほぼ同じである。それは,た とえ経済体制が代わっても,生 産物の基本的
な製造方法は変化せず,そ の技術 的 ・生産力的側面は超体制的なものであり,生 産過程の計算方
法 も大 きく変化 しないこ とを示 している。なお,原 価計算は,そ れぞれの企業での生産の特徴 を
考慮 して,企 業が自ら選択 した方法で行 うが,生 産物(作 業,用 役)の 原価に算入する費用 は,
社会的に規制 される注⑥。
「完成生産物,商 品および販売」の区分IVに は,「 完成生産物,商 品の在高 とその変化および
販売に係 わる情報 〔5)U'〕」 を把握するための勘定が配置されている。「85年勘定計画」 と異なる点
は,こ の区分 に,生 産物(作 業,用 役)の 販売だけでなく,固 定資産やその他の資産の売却につ
いての勘定 も配置 されている ことである。「固定資産の売却 とその他 の除却」勘定(No.47),
「その他の資産の売却」勘定(No,48)が それである。No.47勘 定で,資 産の消去,取 壊費,資 」産
や廃材の売却額,除 却損益などが処理される。
「貨幣資産」 の区分Vに は,「 企業に属する現金,預 金,外 貨,一 時的所有の有価証券などの
在高 とその変化 についての情報 〔5〕(u:」を把握するための勘定が配置されている。新規 に導入さ
れた 「外貨」勘定(No.52),「 短期財務投資」勘定(No.58)は,こ の区分 に配置 されている。
(6)そ れは,「生産物(作 業,用 役)の 原価に算入される生産物(作 業,用 役)の 生産費と販売費の組成,お よ
び課税に際して考慮される財務的成果形成方法に関する規程」(1992年8月5日 付ロシア連邦政府決定)に 基
づいて,92年1月1日 から規制されている〔6)ITS。
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「決済」の区分VIに は,「 企業 と各種の法人,自 然人 とのすべての決済,経 営内の決済 に関す
る情報 〔5〕m〕」を把握するための勘定が配置されている。「財保険と人保険に関する決済」勘定
(No.65)は,企 業が保険契約者 となる財産 と成員に対する保険についての決済を,ま た 「社会
保険 と社会保障に関する決済」勘定(No.69)は,従 業員の年金,社 会保険,医 療保険に対する
控除についての決済を,そ れぞれ処理する勘定である。新規 に導入された 「設立者との決済」勘
定(No.75)は,企 業の所有者(株 主,参 加者)と の決済 を示す勘定であるが,株 式会社の設立
に際 してはつ ぎのようになる。即ち,こ のNo.75勘 定の借方には,株 式の購入 を申 し込んだ人か
らの出資額 を 「定款基金」勘定(No.85)と の対応で記入 し,そ の出資額が実際に払 い込 まれた
とき,そ の額をNα75勘 定の貸方に,貨 幣資金についての勘定 との対応で記入する。
「財務成果および利益処分」の区分靱には,「 会計期間における企業活動の財務成果の形成 と
処分 についての情報 〔5〕岡」を把握するための勘定が配置されている。この区分 に,不 良債権の
在高,変 化,決 済 についての情報を総括す る 「不良債権 に関するリザーブ」勘定(No.82)を,
新規に設定 している。
T基 金 とリザーブ」の区分V皿には,「 法規や企業の設立文書 に従って設定される基金 とリザー
ブの状況 と変化についての情報 〔5}〔u}」を,そ して 「信用 と融資」の区分IXに は,「 企業活動の財
務 に対 して外部か ら得た資金の状況 についての情報 〔5〕〔"〕」を,そ れぞれ把握するための勘定が
配置 されている。 したがって,区 分田には企業活動のための内部的財源を,区 分IXに はその外部
的財源を示す勘定が,そ れぞれ配置されている。
区分岡に配置されている 「定款基金」勘定(No.85)一 その後,定 款基金(ycTaBHH曲 ΦoH勾
は定款資本(ycTaBHbI前KanHTa刀)と 改称 されている 〔9〕一 は,い わゆる資本金の勘定に相当す
るものであるが,さ きに触れたように,こ の定款基金の額を固定化 させ,そ れは増資(減 資)の
ときのみ変動する ものとして「いる。新規に導入 された 「準備基金」勘定(No.86)は,法 規や企
業の設立文書 に従って積み立てられるリザーブ基金の状況 と変化を示す勘定である。
区分IXに は,借 入金 を銀行からの借入金 と銀行以外からの借入金とに分類 し,さ らにそれを短
期 と長期の借入金 とに細分 して,こ れらに対応する勘定 として,「 諸短期銀行信用」(Nd.90),
「諸長期銀行信用」(No.92),「 短期借入金」(No.94),「 長期借入金」(No。95)の 諸勘定が配置さ
れている。科 目名を改称 した 「特定目的融資 と受領」勘定(No.96)は,特 定の目的をもった施
策 を遂行するために得た政府機関か らの補助金などを示す勘定である。新規に導入された賃借企
業で利用 される 「賃貸借債務」勘定(No。97)は,長 期間賃借 した固定資産に対する賃貸者 との
決済状況を示す勘定である(51U〕。
バランス外勘定においては,'「85年 勘定計画」 に存在 していた勘定 を細分化 して,そ の科目数
を増や して配置 している。バ ランス外勤定 としての 「賃借固定資産」勘定(No.001)に は,先
の 「長期賃借固定資産」勘定(No。03)に 計上される長期の賃借固定資産を除いた,賃 借 した固
定資産の在高 と変化 を示す勘定である 〔5〕㈹。
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4.「91年 勘定計画」の特徴
「91年勘定計画」は,強 度の中央集権的計画経済か ら市場経済ヘ ロシア経済を移行 させる過
程 において制定 された。 したがって,そ の内容は,す でにみたように,か っての計画経済のもと
で存在 していた会計客体 の会計処理のための旧勘定を廃止 し,代 わって,こ れか らの市場経済の
もとで生 まれるであろう,ま たすでに生まれている会計客体の会計処理のための新勘定を新設 し
た もの となっている。
強度の中央集権的計画経済 を痛々 しいまでに反映 していた,こ れまでのソビエ ト会計注ωのも
とでの勘定計画はつぎの ような特徴 をもっていた。即ち,そ れは,国 有企業の経済活動を前提に
して制定 され,こ の企業における会計客体の会計処理のための勘定計画であった。 とりわけ,そ
.こには国 と企業 との経済関係 を示す勘定が設定されていた。国から企業への固定資産の供与,減
価償却控除を通 じてのその資金の企業か ら国への返還などのための勘定は,そ のひとつの例であ
った。そして,こ の ような勘定 を廃止 したのである。他方,「91年 勘定計画」は,所 有形態 をそ
れぞれ異にする個々の企業が市場経済の もとで経済活動 を行 うことを前提 にし,こ れ らの企業で
の会計客体の会計処理のために制定され,そ して,市 場経済のもとで活動 している西側諸国の企
業会計で採用 されているような勘定を導入しているのが,特 徴 となっている。 しかも,そ の際に
は,リ ース会計 の会計処理のための勘定 までもが導入されたのである。「長期賃借固定資産」勘
定(No.03),「 受取賃貸債権」勘定(No.09),「 賃貸借債務」勘定(No.97)が,そ れである。
この場合,こ れらの勘定への記入方法はつぎのようになる〔!。噸 。
賃貸者が,長 期の賃貸 として固定資産 を賃借者 に引 き渡す と,「固定資産の売却 とその他の除
却」勘定(No.47)に,「 固定資産」勘定(No.01)の 貸方か ら固定資産の取得価額 を借記 し,
「固定資産の磨損」勘定(No.02)の 借方か ら算定された減価償却額を貸記する。またNo.47勘 定
に,No.09勘 定の借方 との対応で固定資産の販売か らの賃借 者の賃借額のリース料 を記入する。
そ して,賃 借者からリース料を受け取る と,そ の額 をNo.09勘 定の貸方 と 「決済」勘定(No.51)
の借方 とに記入する。
他方,賃 借者は,長 期 の賃借 として固定資産を賃貸者か ら受け取ると,そ の賃借額 を『No.03勘
定の借方 とNo.97勘 定の貸方 とに記入する。そして,賃 貸者ヘ リース料 を支払 うと,そ の額を
No.97勘 定の借方 とNo,51勘 定の貸方へ記入する。 さらに,賃 借 固定資産を買い取ると,No.0き
勘定への貸記 とNo,01勘 定への借記がなされる。
このように,「91年 勘定計画」 には,リ ース会計 といった現代会計学の問題についても考慮 さ
れている。だがたとえ,そ のリース会計処理が西側のそれと類似 しているとしても,西 側のそれ
は,市 場経済の もとでリース産業が高度 に発達 しているもとで行われている処理であ り,他 方,
ロシアのそれは,国 有企業の財産をリース物件とした国有企業の脱国家化 ・民営化の過程におい
て行われていることをみておく必要があろう。
(7)こ の点 につ い て は,〔16〕 〔18〕 〔28〕 を参 照。
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こうして,「91年 勘定計画」は,か つての計画経済下の旧勘定 を取 り除き,市 場経済の移行に
必要な新勘定 を配 して制定されているが,す でに触れたように,生 産過程の計算を把握するため
の勘定は従前 とほぼ同 じである点にも注目してお くことが必要であろう。
5.新 勘定計画の採用をめぐる諸問題 一 結びに代えて一
以上のような内容 と特徴をもった 「91年勘定計画」は,92年1月 初めか ら採用 される。だが,
「85年勘定計画」は92年12月 末 まで採用可能であ り,こ の92年 度 中に,企 業は,条 件を整えて
任意の時点で,旧 勘定に基づ く会計 システムか ら新勘定に基づ くそれへ と移行 することになる。
しか し,こ の移行に際しては,解 決 しなければならない諸問題が山積 していた。この点について,
シニェイ ドマ ン(n.s.山He甑MaH)は つ ぎの ような問題 を指摘 している 〔4)50頁。即 ち,そ れは,
紙不足 のもとでの新勘定計画の印刷公表,会 計帳簿の更新,計 算機プログラムの変更,そ して新
勘定計画の意義の啓蒙活動 などの問題である。そ して,こ の啓蒙活動は,r会 計」誌上や会計 ・
監査協会 とその他の団体の活動 を通 じて行 うことになったからである。
また,ソ コロフ(A.COKO刀OB)は つぎのようにいっている 〔x〕24～類。即ち,新 しい勘定計画
は 「国際的基準の要請 に初めて応 えた多 くの内容 を含めている。幸いにも,そ の借用はまった く
完全な ものではない。新 しい勘定計画は,国 際的な経験のみならず,ロ シアで形成 された経済の
特色 をも反映 している。そ して,こ のことは非常 に正 しいことである エa〕2碩」 と。ソコロフによ
れば,現 在のロシアには,数 多 くの会計担当者が存在 しているが,そ の多 くは中等教育を受けた
人たちであ り,こ れ らの人たちが西側の会計経験 を一気に学ぶことはで きないという。それを短
期間に行 うならば,多 くの会計人の気力を喪失 させる。出来るだけ極端に走ることをやめ,1)
西側の会計経験は約70年 間を経た経済的に発達 した諸国で採用 されて きた ものであるこ とを認
識 し,2)こ の会計経験 を効果的に実施するための方法論 を考えることこそ,重 要である。現時
点では,西 側の会計経験を含み,そ してロシアの会計人にとって判 りやすい身近な会計方法の採
用が,今 後のこの国の会計の発展に役だつ と強調 している。
この点に関 して,ソ コロフはつ ぎのような替えを挙げている 〔212f頁。 とある学校で数学 の教師
が亡 くなった。代 わって来た新任の数学の教 師が授業をした。授業後,新 任の教師は,死 んだ前
の教師は生徒 に2×2=10と 教えていたと興奮 して校長に話 し,ど うしたらよいかと相談 した。
同僚の教師は,も しこの事実を生徒 に知 らせれば,故 人 と学校の権威 を傷つけるし,生 徒達はい
ままで何 を教えたのか と騒 ぐし,ま た2×2=10を 続けるのも恥であると発言 した。長 い討議
の末,つ ぎの結論 を出した。それは,第1年 度 に2×2=9,第2年 度に2×2=8と 教 えて,
漸次4に 近づけることであると。 この替えによって,ソ コロフは 「ロシアでは,多 くの人びとは
市場経済への移行 とその会計の構築を同 じテンポで行 うことを望んでいる 〔2〕26頁」 と強調 してい
る。
この ような新勘定計画への移行に際 して解決 しなければならない諸問題が山積 していた とはい
え,ロ シアでの会計改革が複式簿記機構の基礎 となるごく初歩的な勘定計画の制定から始めなけ
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ればならなかったのは,そ れだけの理由があった。即 ち,ソ ビエ ト会計のほぼ70年 間,市 場経
済か ら遠ざか り,国 民経済計算制度 を重視 し,こ の制度の一環としての複式簿記機構が個々の企
業 に設置され,そ の統一勘定計画が制定 されていた。国の経済施策の立案のための会計デー タを
個々の企業か ら得る必要があったか らである。だが,そ の結果,企 業会計は簿記に後退 し,多 く
の会計担当者は所与の会計処理だけを行 う単なる記録係に転 じていたのである。そこで,新 しい
勘定計画の制定 とそれによる簿記機構の再構築,そ して会計人の再教育が,会 計改革の第一歩と
しなければならなかったか らである注⑧。
ともあれ,92年 か ら,新 しい勘定計画はロシア企業の会計のために採用 されていった。すで ・
に,ロ シア連邦最高会議は,市 場経済発展の要請に応 じて国際的に採用 されている会計システム
への移行 を,92年1月14日 と93年2月12日 の二度 にわたって決議 し 〔7〕Us〕,そしてこの間に,
ロシア財務省 は,西 側 の会計経験 を摂取 した,「 ロシア連邦における会計 と報告書に関する規程」
(92年3月20日 付承認),「 企業 と組織の年度会計報告書の量 と様式について」(92年6月9日 付
承認)を 制定 した。したがって,現 在,「91年 勘定計画」は,そ の 「91年訓令」 とともに,こ れ
らの会計法規で定め られた財務諸表の作成とその様式への記入に必要な会計データを収集するた
めの,企 業簿記の基礎 となっているのである注(9)。
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